
現状・課題
近隣国においては極超音速飛しょうするミサイルの発射試験が繰り返されるなど、諸外国において極超音速兵器の研究開発が進展してい
る。諸外国に対する我が国の技術的優位性を継続保持する観点より、我が国独自の技術として誘導弾に適用可能な極超音速飛しょう技
術を早期に獲得し、極超音速誘導弾システム技術を確立することは、我が国の防衛力整備上の重要な課題である。

総合評価

本事業を実施することにより、着上陸侵攻事態等に際して、相手の脅威圏から離れた地域に
展開し、遠方の海域の防空能力の高い相手方の海上目標及び相手方の地上目標を攻撃す
ることができるため、必要性が認められる。

＜研究実施線表＞

極超音速誘導弾の研究
【事業の概要】
着上陸侵攻事態等に際して、相手の脅威圏から離れた地域に展開し、遠方の海域の防空能力の高い相手方の海上目標及び相手方の地上目標を攻撃するために使用する極
超音速誘導弾の早期装備化を運用実証型研究により実現する。

インプット
（資源）

アクティビティ
（事業内容） 研究目標・コスト（初期）

アウトプット
（技術の確立）

アウトカム（成果目標） インパクト
（我が国の防衛への効果）整備計画・運用構想

（中長期）研究試作 射程／飛しょう速度
の向上

高高度を極超音速により
飛しょうし、飛しょう距離を
大幅に延伸可能な極超
音速飛しょう技術の確立

所内試験

その他

ライフサイクルコスト／
量産単価の抑制

・既存技術、既存品及び
民生部品の活用
・生産性及び発展性を
考慮した設計の採用

総事業費
（予定）

約１，８５７億円※
(９か年計画)

※所内試験のための試
験研究費は別途計上

主な関連（既着手）事業

【極超音速誘導弾要素技
術の研究】
１６１億円

(３１年～７年度)

主な関連（予定）事業
・国内射場整備
・極超音速燃焼風洞試験
装置の取得
・極超音速燃焼風洞試験
場の新設
・弾頭試験用設備の取得
・大型落下試験棟の取得
・増員要求

技術的課題の解明

極超音速誘導弾
システムインテグレーション技術

誘導弾の最大有効射程、誘
導性能及び弾頭性能を考慮
しつつ極超音速飛しょう可能
な極超音速誘導弾を獲得す
るために、極超音速飛しょう
及び長射程に必要なスクラム
ジェットエンジン及びエアフレー
ム、誘導弾の加速に必要な
大型ロケットモータ及び必要
な各構成要素（誘導制御・
データリンク等）をインテグ
レーションして、誘導弾システ
ムとして成立させるための技
術

早期装備化
運用実証型研究とする
ことで、装備化までの期
間短縮

効率的な研究
・先行研究の成果を活用
・既存の誘導弾構成品、
地上装置の活用により研
究期間短縮及び必要経
費削減

試作品の発射試験、エ
ンジン燃焼試験等をし、
極超音速誘導弾シス
テム技術を実証

整備計画
・装備予定数量
検討中
・期待する量産単価
努めて安価であるこ
と。

運用構想
着上陸侵攻事態等
に際して、相手の脅
威圏から離れた地域
に展開し、遠方の海
域の防空能力の高い
相手方の重要艦艇
等を撃破し、また、上
陸した相手の地上部
隊等を攻撃するため
に使用

【政策目標（大綱との関係）】
・ 従来の領域における能力の強
化（スタンド・オフ防衛能力）
島嶼部を含む我が国への侵攻を
試みる艦艇や上陸部隊等に対して、
脅威圏の外からの対処を行うための
スタンド・オフ火力の獲得

【施策目標（中期防との関係）】
・ 従来の領域における能力の強
化（スタンド・オフ防衛能力）
島嶼部を含む我が国への侵攻を
試みる艦艇や上陸部隊等に対して、
脅威圏の外からの対処を行うための
スタンド・オフ火力の獲得
・ 技術基盤の強化
装備品の能力を早期に可視化

年度 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
実
施
内
容

本事業（研究試作）

所内試験

・既存の研究成果や
開発成果の最大限活
用、試験の整理統合
及びリスクの許容によ
る研究期間の大幅な
短縮
・研究段階から、運用
サイドの要求を取り込
むことで、実用化まで
の期間を短縮


